
様式第１号 

福岡市中小企業奨学金返還支援事業補助金交付申請書 

 

令和７年●月●日 

（宛先）福岡市長 

 

所在地 福岡市中央区天神○丁目○－○（本店） 

福岡市博多区博多駅前○丁目○－○（本社） 

名称 株式会社○○（個人事業主の場合、あれば屋号） 

代表者氏名 福岡 太郎 

連絡先 担当者名 山田 電話番号 092-000-0000 

 

令和７年度の中小企業奨学金返還支援事業補助金の交付を受けたいので、福岡市補助

金交付規則、福岡市中小企業奨学金返還支援事業補助金交付要綱を承知の上、関係書類

を添えて下記のとおり申請します。 

上記事業における補助金の交付に係る要件審査のため、本件申請にあたり市に提出し

た個人情報について市が警察本部への照会に使用すること、また、企業情報について市

税の課税状況や納付状況の照会に使用することに同意します。 

 

記 

 

１ 交付を受けようとする補助事業名 福岡市中小企業奨学金返還支援事業 

２ 交付を受けようとする補助金の額 267,000 円 

３ 法人種別 株式会社（他 有限会社、○○法人など） 

４ 業種 

（交付要綱別表第１において、申請

者の営む主な事業に該当する番号を

選択してください） 

④小売業 

５ 資本金の額又は出資の総額 1,000,000 円 

６ 発行済株式又は出資価額の所有者

（多い順に３名まで） 

氏名 
所有割合

(％) 
関係性 

福岡 太郎 50 代表取締役社長 

博多 花子 30 役員 

○○ホールディングス㈱ 20 グループ会社 

７ 常時使用する従業員の数 45 人 

８ 添付資料（提出する資料にチェック印をつけてください） 

☒ 補助金算定調書（様式第１－２号）、収支計画書（様式第１－３号）、 

役員名簿（様式第１－４号） 

☒ 履歴事項全部証明書（個人事業主の場合は、開業届）の写し 

☒ 支援制度に係る内部規定等の写し 

☒ 対象従業員の雇用関係、雇用形態が確認できる書類の写し 

☒ 対象従業員の勤務地が確認できる書類の写し 

☒ 対象従業員の返還額等が分かる書類の写し 

☐ その他（                          ） 

 

記載例 

グループ企業が株式を保有する場合“みなし大企業”に

該当しないかご確認ください(申請の手引き P３参照) 

常時使用する従業員の数 

は、申請の手引き P３を 

参考に計算してください 

補助金算定調書（様式第１－２号）で 

算出した「補助額」を記入 

記載例）小売業の場合 

交付要綱別表第１では④に該当⇒④と記入 

（申請の手引き P２の表＝別表第１） 

本店と本社の所在地が異なる場合は 

本店と本社それぞれの所在地を記入 



様式第１－２号

(2分の1) (50万円)

（単位：円）

本人の返還額 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 120,000

事業者の支援額 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 60,000

本人の返還額 0

事業者の支援額 0

本人の返還額 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 120,000

事業者の支援額 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 60,000

本人の返還額 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 216,000

事業者の支援額 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 216,000

本人の返還額 0

事業者の支援額 0

本人の返還額 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 216,000

事業者の支援額 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 216,000

本人の返還額 70,000 70,000 140,000

事業者の支援額 70,000 70,000 140,000

本人の返還額 0

事業者の支援額 0

本人の返還額 0 0 0 0 0 70,000 0 0 0 0 0 70,000 140,000

事業者の支援額 0 0 0 0 0 70,000 0 0 0 0 0 70,000 140,000

本人の返還額 10,000 10,000 10,000 10,000 7,560 47,560

事業者の支援額 10,000 10,000 10,000 10,000 7,560 47,560

本人の返還額 0

事業者の支援額 0

本人の返還額 10,000 10,000 10,000 10,000 7,560 0 0 0 0 0 0 0 47,560

事業者の支援額 10,000 10,000 10,000 10,000 7,560 0 0 0 0 0 0 0 47,560

本人の返還額 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000 72,000

事業者の支援額 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000 72,000

本人の返還額 0

事業者の支援額 0

本人の返還額 0 0 0 0 0 0 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000 72,000

事業者の支援額 0 0 0 0 0 0 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000 72,000

5 天神　愛子

日本学生支援機構の奨学金
令和７年10月から返還開始

合計 72,000

4 博多　区民

日本学生支援機構の奨学金
令和７年８月に返還完了

合計 47,560

3 福岡　市子

あしなが育英会の奨学金
６か月毎の返還

合計 140,000

合計 216,000

1

60,000

2 山田　花子

交通遺児育英会の奨学金

3月4月 5月 6月 7月 8月 9月

合計

山田　太郎

日本学生支援機構の奨学金

535,560円 ⇒267,000円

№ 補助対象職員 奨学金名称

返還額・支援額
補助対象額
(低額な方)

備考

年額10月 11月 12月 1月 2月

令和７年度　奨学金返還支援補助金算定調書

名称 株式会社○○

補助対象額
合計

補助率 補助上限額 補助額

繰上返済や返済免除等の期間があれ

ば記載してください。

奨学金の種類が「その他」の場合は、

具体的な名称を記載してください。

記載例

「本人の返還額」は「事業者の支援額」を合わせた

奨学金貸与機関への返還額を入力してください。

（支援方法が手当等・代理返還いずれの場合も）
自動で計算されます（入力不要）

支援対象者（従業員）ごとに、令和７年４月から令和８年３月までの期間における本人の返還額と事業者の支援額（予定を含む）を入力して補助金算定調書を作成してください。

（交付決定された場合、令和８年３月実績報告の際に補助金報告調書を作成していただきます。）

算出された補助額は、補助金交付申請書（様式第１号）

の「２交付を受けようとする補助金の額」へ記載。



様式第１－３号
収支計画書 名称：

（単位：円）

名目 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 合計

福岡市補助金 16,500 16,500 16,500 16,500 15,000 46,500 17,500 17,500 17,500 17,500 17,500 52,000 267,000 

自己資金等 16,500 16,500 16,500 16,500 15,560 46,500 17,500 17,500 17,500 17,500 17,500 53,000 268,560 

- 

- 

計 33,000 33,000 33,000 33,000 30,560 93,000 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000 105,000 535,560 

奨学金返還支援 33,000 33,000 33,000 33,000 30,560 93,000 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000 105,000 535,560 

- 

- 

- 

計 33,000 33,000 33,000 33,000 30,560 93,000 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000 105,000 535,560 

株式会社○○

収
入

支
出

記載例

（様式第１－２号）令和７年度奨学金返還支援補助金算定調書を踏まえ、補助事業における収支予算（４月～３月）を作成してください。

（交付決定された場合、令和８年３月実績報告の際に収支決算書を作成していただきます。）



様式第１－４号

（名称： ）

元号
大正：Ｔ
昭和：Ｓ
平成：Ｈ

年 月 日

1 ﾌｸｵｶ ﾀﾛｳ 福岡　太郎 S 40 1 1

2 ﾊｶﾀ ﾊﾅｺ 博多　花子 S 42 2 2

3 ﾌｸｵｶ ｲﾁﾛｳ 福岡　一郎 H 2 3 3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

※入力上の留意点
１　列追加は不可。行追加可。
２　外国人で日本名もある場合は、各々一列に入力すること。
３　アルファベット氏名はカタカナで入力すること。

役員名簿

役員の全員を記載してください。

株式会社○○

区分

氏名ｶﾅ
(半角ｶﾅ、姓と名は
半角スペースで分け
る)

氏名
(姓と名は全角ス
ペースで分ける)

生年月日 備考

大企業の役員又は職員を兼ねている
者がいる場合は兼職先を記載

兼職先：○○ホールディングス㈱

４　常用漢字ではない文字が氏名に使用されている場合は、簡体字を当て
るか、空白としてください。

記載例
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